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特集 2／ニューエコノミーへの多様な道
経済文化の闘争におけるライン資本主義 1
ドイツ・ビーレフェルト大学歴史学部教授　
ヴェルナー・アーベルスハウザー
首都大学東京大学院社会科学研究科教授　
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千葉大学 21世紀 COE　フェロー　
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　1990年代以降、ドイツとアメリカの経済文化の間で経済的思考と行動にお
けるグローバルヘゲモニーをめぐって勃発した闘争には、多くの主唱者・舞
台・前線が存在している。企業家・経営者・重役たちは、会社や団体の中でよ
り大きな世界市場のシェアやより早い昇進を約束するような戦略をめぐって衝
突している。そして、経済学者はこの闘争のために、彼らがその時々に属して
いる学派の武器庫から兵器や装備を供給している。また、ジャーナリストは前
線での出来事を解説し、しばしば経済的世界観闘争の「埋め込まれたジャーナ
リズム」(embedded journalism)のなかで従軍司祭の役割を果たしている。ま
1 本稿は、千葉大学 21世紀 COEプログラム「持続可能な福祉社会に向けた公
共研究拠点」国際シンポジウム「ニューエコノミーへの多様な道―ドイツ・日
本・アメリカ」のために準備された、ヴェルナー・アーベルスハウザー（Werner 
Abelshauser）のドイツ語講演原稿“Der Rheinische Kapitalismus im Kampf der 
Wirtschaftskulturen”の翻訳である。完成稿の作成にあたっては、シンポジウムで
通訳にあたられた加藤浩平氏（専修大学経済学部）より助言を得た。本稿のもととな
るアーベルスハウザー氏の著作、W. Abelshauser, Kulturkampf. Der deutsche Weg 
in die Neue Wirtschaft und die amerikanische Herausforderung, Berlin 2003は、『経
済文化の闘争―ニューエコノミーへのドイツの道とアメリカの挑戦』（仮題）とし
て東京大学出版会より刊行の予定である。以下の欄外注は全て訳注である。本文中
の［ ］内は訳者による注記。なお、アーベルスハウザー「連続性の再建」（『公共研究』
第 3巻第 1号）も、本稿と密接に関連した内容を扱っており、あわせて参照いただ
ければ幸いである。
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た、政治家は後方で兵站基地を組織し、その支持層を被害から守るために奮闘
している。だが、その際にドイツ人とアメリカ人が相互に対立したり、あるい
は政府によって代表された国家そのものがこの対立を招くことはほとんどない。
この文化闘争の舞台は、アクチュアルな政治のなかに想定されるべきではない
だろう。ドイツとアメリカがその相互関係を時に応じて新たに規定し直すさい
には、その政治の戦術的・戦略的考察の中心にあるのは利害そのものであって
―たとえそれがその都度の国民的利害を長期的に形成しうることがあるとし
ても―、その利害の文化的な埋め込みの仕方ではないのである。
　ここで問題になっているのはドイツだけに関わる事柄ではない。たしかに、
老化した生産体制の断末魔の苦しみを祓い清め、必死になって経済の別の組織
形態を探求することは、まさにドイツで流行になっている。しかし、ここで議
論する生産体制の文化闘争はドイツに限った話ではない。この闘争はヨーロッ
パ（そしてアジア）のいたる所で進行中である。ヨーロッパでは、その文化闘
争の経済史は協調的で高度に制度化された市場経済の類型を生み出し、1990
年代以降、それは「ライン資本主義」の名前で知られるようになった（Albert 
1992, 104）。盟主としての「ライン」連邦共和国とともに、この社会的に調整
された市場経済の類型は地理的に拡大し、スカンジナヴィアから北イタリアに
まで、セーヌ川からオーデル川（あるいは単にエルベ川）にまで達している。
しかし、この意味での「ライン的」とは、たとえ［日本では］その宿営地が大
阪湾にあるとしても、日本資本主義の多くの特質にもなっている。「敵役」と
しては、市場経済のアメリカ的類型が容易に見出されうるが、闘争がその牙城
にまで及ぶことはない。アメリカ合衆国がこの対立の舞台にはふくまれないと
いう事実は、この対立において誰が攻撃側に立っているかということを明らか
にする。しかし、この問題設定はヨーロッパとアメリカを遙かに超えたグロー
バルなものである。世界経済における東西［冷戦］の弁証法の終焉の後、［東
西の］大ブロックの彼方には、制度的には歴史的に異なって成長した様々な経
済文化の間での世界規模の競争という新たなパースペクティヴが拓かれたので
経済文化の闘争におけるライン資本主義
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ある。グローバルな文脈で「文化闘争」について語ることは、あの「文明の衝
突」を連想させる。それは、サミュエル・ハンチントンが来るべきグローバル
政治の中心的で最も危険な次元と考えたものであった。しかし、ここで問題と
なっているのは、世界社会のそれぞれ異なる文明に由来する諸集団の間の闘争
ではない。さらにまた、新たに発生しつつある世界経済秩序の見方を、強力に
増大する国際的なグローバリゼーション批判が示唆するように、怪物じみた恐
ろしいものや病理学的なものに狭隘化することでもない。むしろ、この文化闘
争というキーワードは市場での出来事に関するルールをめぐる競争を特徴づけ
るものである。この競争は、世界経済の舞台上で今日まで持ちこたえることが
できた少数の経済文化・企業文化の間で勃発している。世界経済の市場におけ
る文化的ヘゲモニーをめぐるこの闘争の結果は、最終的に次の点について決定
を下すことになる。すなわち、どの程度、そしてまた成功に対するどれほどの
見込みをもって、歴史的に成長した経済文化が世界市場におけるその時々の比
較優位を発揮できるのかということである。ここで議論される文化闘争は、そ
れ故に、ドイツとヨーロッパの真ん中を貫いて展開しており、この闘争の主人
公はアメリカのアクターである。もっとも、彼らは今日なお、その周辺部にい
るのだが。
　事態はいつもそのようであったわけではない。かつての攻撃は星条旗の後
に続いてやってきた。黒船の襲来によって深い衝撃を受けた徳川時代の日本と
は違って、ヨーロッパ市場へのアメリカの登場にヨーロッパは準備もなく遭
遇したわけではなかった。すでに 19世紀半ばよりも早くから、フリードリッ
ヒ・リストは、未来の経済的な挑戦がアメリカからやって来るであろうと認識
し、その挑戦の中に（台頭してきた「巨大帝国」アメリカとロシアから生じる
権力政策的な危険と並んで）本来の敵を見ていた。リストはヨーロッパ大経済
圏形成を提案することでその挑戦に対処しようとしたのであった（List 1846）。
そうした診断はリスト一人に限られなかった。アレクシス・ド・トクヴィルも
また、リストと同様に、アメリカを自らの眼で視察して知っており、ヨーロッ
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パの経済的・政治的自立性が長期的にはその両側の強国（［アメリカとロシア］
Flankenmächte）によって脅かされると見ていた（Tocqueville 1835, 431）。「そ
れらの強国は全く異なった出発点から生まれ、その発展の経路は異なっている。
しかしそのどちらも、いつの日か世界の両半分の一方の行く末を規定するとい
う運命に選ばれているように思われる」。しかし、アメリカとの通商政策上の
対立が発生したのはようやく 19世紀末のことであり、その時アメリカは高率
関税政策に守られ、また海上交通における［鋼鉄製蒸気船などのイノベーショ
ンによる］コスト削減の追い風を受けて、増大する農産物と消費財の大量生産
のための販売市場としてヨーロッパにその狙いを定めていた。グローバリゼー
ションの歴史は、ヨーロッパから見れば、その最初からアメリカの挑戦と密接
に結びついていたのである。
　第一次世界大戦期、アメリカは大量に製造された武器と装備の優位によっ
て、フランドルにおける大量の重兵器による戦闘を、［英仏など］協商国側に
有利な方向に決定づけたのであるが、遅くてもこの時期に、「フォード主義的」
生産方法の優位がヨーロッパにおいても痛切に意識された。こうして 1920年
代に、アメリカの経済文化はそのヨーロッパでの橋頭堡をさらに拡大する十分
な機会を与えられたのである。ドイツ経済はアメリカの浸透戦略の優先目標で
あった。しかし、両大戦間期の（世界）経済的な基礎条件は包括的な「アメリ
カ化」を促すものではなかった。このような状況が変化するのはようやく第二
次世界大戦後になってからのことであろう。
　1950年代末、ヨーロッパ通貨の交換性が保証され、ローマ条約によって西
ヨーロッパの状態が安定したようにみえた後、アメリカの直接投資の量が飛躍
的に増大した。「アメリカの挑戦」（Servan-Schreiber 1968）との遭遇は、ヨー
ロッパの人々には衝撃的であった。アメリカ多国籍企業のヨーロッパ拠点には、
アメリカとソ連に続く第 3の工業的世界権力が台頭しつつあった。すでに数
世代も経ないうちに、ヨーロッパの諸大国は、もしこの「武器も軍備も伴わな
い戦争」に敗北したならば（Servan-Schreiber 1968, 22）、国際舞台における
経済文化の闘争におけるライン資本主義
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影響力を失う危険にさらされていた。しかし、ここに浮上した文化闘争によっ
て西ドイツ経済の道が［本来の道から］逸脱することはなかった。たしかにア
メリカの企業コンサルタントを利用しないコンツェルンはほとんどなかったが、
そのことが自己の生産体制のルールに対して、またアメリカに対するヨーロッ
パの競争のポジションに対して、顕著な影響を持ったわけではなかった。
　1970年代に「フォード主義的」生産様式の世界的な崩壊はアメリカ経済を
停滞に突き落としたが、しかし 1990年代半ばにアメリカ経済がその停滞を克
服しえたとき、ドイツの生産体制への圧力が増大した。アメリカ経済は今や驚
くべきブームを経験したのに対して、ドイツ経済の成長は国際的な比較におい
てはゆるやかに後退した。世論では、2つの世界市場の主導国の発展のなかで
開いてきた格差が、ますます生産のドイツ的社会システムの特性から説明さ
れるようになった。自由主義的な批判家たちの見解によれば、ドイツ的システ
ムの特性は、この国がグローバル市場と生産の科学化の挑戦に首尾良く対応す
ることを妨げているのである。周知のように、懐疑はとくに経済の特殊ドイツ
的な組織原理に向けられた。70年代末に始まり、それ以来執拗に持続してき
た大量失業を背景にして、ドイツの生産体制にはますます新しい革新的な製
品市場に適応する能力が欠けていると見なされている。しかも、この製品市場
のダイナミズムはグローバリゼーションの条件の下では、企業家の決定過程に
おける高度な柔軟性を不可欠なものにしていると語られている。10年前には
まだ世論では、経済的・社会的な「資本主義のラインモデルの優位」の信念が
優勢であったし、多くの専門家の間では今日でもまだそうである。しかし同時
に、「その競争相手であるアメリカの政治的・メディア的・文化的影響」（Albert 
1992, 165）のもとで、このモデルは後退していかざるをえないのではないか
との懐疑も膨らんだ。ビジネスのやり方をめぐるアメリカとヨーロッパとの間
の文化闘争は、新しい段階に入ったのである。
　1990年代まで 2つのモデルはまだ同じ高さの目線で相対していた。それだ
けにいっそう驚くべきことは、それ以後「資本主義モデル」の関係において、ヨー
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ロッパ・日本・アメリカに現れた根本的な重心変化である。今日では、収斂へ
の道が予定されているかのように思われている。ヨーロッパと日本では、アメ
リカの「最良の実践（best practice）」を採用するようにとの圧力が増大して
いる。簡単に言えば、市場経済の自由主義的モデルは押し止めがたいほどに「ス
タンダードの資本主義（standard capitalism）」として定着するように思われ
ている。他方で、ライン資本主義のモデルは「非自由主義的資本主義（nonliberal 
capitalism）」（Streeck/Yamamura 2001）として、市場経済の逸脱したヴァー
ジョンへと格下げされようとしており、その終焉は近いように見える。
　今日、世論の批判の核心は、正確に言えば、10年前には模範的性格を有し
ていたドイツモデルの以下の要素に向けられている。すなわち、企業家の決定
局面の非常に長期的な性格と協調的な制度であり、それらはドイツの生産体制
のあらゆる要素に特有のものである。その 2つの要素が相互に密接に噛み合っ
ているために、体制全体が新しい状態に短期的に適応することを困難にしてい
る。このことは、とくに企業の支配・統治関係（コーポレイト・ガヴァナンス）
に対して該当する。金融システムに関しては、一般にはその銀行指向性、個別
にはユニバーサルバンクシステムに重心が置かれていることであり、このため
にニューエコノミーにおけるリスク資本の調達が不十分であると言われている。
労使関係のシステムに関しては、そのドイツの旗艦たる共同決定は、企業の指
導の迅速な決定を妨げているとされる。産業ブランチ（分野）レベルでの企業
の組織化（企業間システムあるいはブランチシステム）においては、あまりに
高度な団体の調整が競争妨害と労働市場の過剰規制を招くとされる。最後に二
元的な職業教育システムに関しては、それは資格の標準化を通じて、また企業
経営と［労働者と］の長期的な結びつきを通じて、以上の全てをいっそう強
化し、永続化しているとされる。まさに、これらが、アメリカとドイツの経済
文化間の直接の比較のなかで、もっとも異なるものとして示される、生産の社
会システムの構成要素である（表 1を参照）。要するに、団体調整的市場経済
経済文化の闘争におけるライン資本主義
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（korporative Marktwirtschaft）2のドイツモデルは、長期性と協調性に基づい
た生産体制として理解される。この体制はその制度の比較優位をとりわけ次の
ような製品市場、すなわち「多角化された高品質生産」（Wolfgang Streeck）
の製品市場で発揮しうるのであり、この生産のあり方は高度に発展した応用指
向的テクノロジーを投入することで生まれ、その強さはとくに顧客との持続的
な結びつきにある。
　1945年以降、西ドイツが有した生産の社会的システムは、単に変化のない
まま以上のような要請に応えてきたのではない。そのシステムは多くの領域で
重みを増した官僚制の負担を解消することによって、敗戦をも［システムの］
前進を容易にするために利用した（Olson 1982）。たとえ西ドイツ経済がその
生産体制における本質的な転換を拒否したとしても、成功した革新に対して
は、とくにそれがアメリカから来た場合には開放的な姿勢をとった。それだけ
にいっそう驚くべきことは、それによってドイツの生産体制の実質がいかにわ
2 W. Abelshauser, Kulturkampfの英訳、The Dynamics of German Industry.
Germany’s Path toward the New Economy and the American Challenge 
(Berghahn Books: New York/Oxford, 2005)では、korporative Marktwirtschaftに、
coordinated market economyの訳語があてられている。また、その日本語訳「調整
された市場経済」（或いは「調整型市場経済」）というタームは、非英米型資本主義
を示す概念としてわが国でも、比較制度論や比較政治経済学などの分野ですでに使
用されている。しかし、アーベルスハウザーは、次のように述べている。「ドイツ語
のタームである“korporative Marktwirtschaft”（直訳は、「団体的市場経済」）は、
個人によっても国家によってもその基調が設定されないような仕方で組織された経
済に関わっている。この経済が運行するさいのルールは、制度と組織の稠密なネッ
トワークに由来しており、そのアクターは市民社会のなかで個人と国家という両極
の間に存在している。ヘーゲルは、このアクターを「団体」（Korporationen）とい
う概念で言及した」、と。Werner Abelshauser, The Dynamics of German Industry, p. 
19, N.5.または、別の論文では、“(business-) coordinated market economy”という
英語について、次のように指摘している。それは「［“korporative Marktwirtschaft”と］
同一のものを意味している」が、［そのドイツ語概念の英訳である限りで］「アクター
の集団を、容認できない仕方でカットし縮めてしまっている」、と。Abelshauser, 
Gibt es eine Wirtschaftsethik des Rheinische Kapitalismus? Berliner Republik 
3/2006, http://b-republik.de/b-republik.php/。以上の点を考慮して、この“korporative 
Marktwirtschaft”というキーワードを、ここでは、折衷的ではあるが、「団体調整
的市場経済」とした。
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ずかにしか変化しなかったか、ということである。このことは経済全体の制度
的・秩序政策的枠組みについても、また企業のミクロレベルについても該当し
た。その際、表面的には企業の「アメリカ化」は明らかであった。1960年代
には、たいていの大規模な株式会社は、伝統的な機能的統治構造（funktionale 
Lenkungsstruktur）をやめて、アメリカ・モデルにならって企業組織の分業
的編成を導入した。また、マッキンゼー &カンパニーのようなアメリカの企
業コンサルタントは、ドイツの企業にプロフィット・センター（利益管理責
任）の設立とともに、新しいマーケティングを指向した戦略を理解させようと
試みた。この福音が有効な土壌に降臨したところでは、たいていは、そうした
ドイツ企業はアメリカにおけるリード・マーケット（主導的販売市場）で事業
を始めるように導かれた。なぜなら、世界的な市場シェアをめぐる闘争は最初
に、そして最終的にアメリカ市場で決まるからである。もちろん、ドイツの
グローバル・プレイヤーがアメリカとの競争を自分自身の手段によってうち負
かすことはまれにしか成功しなかった。また、たいていドイツとアメリカの企
業文化を総合して設立された多くのジョイント・ベンチャーもあまり成功しな
かった。それに反して、それらの企業が多角化した高品質生産のような自己の
強みを信頼し、ヨーロッパの流儀に従って長期的なパースペクティヴをもち
いた場合には、成果が現れないことはほとんどなかった。今日の世界最大のド
イツ化学企業である BASFは、そのことを示す多くの事例の一つに過ぎない
（Abelshauser 2004b）。テープレコーダー・データ通信・ビデオシステム・合
成繊維・薬剤製造について新しい「アメリカ的な」市場戦略を定着させようと
する試みは、21世紀の初めまでに――最初は合衆国［に設立されたドイツ企
業］でも、次いではドイツ本国でも――完全に挫折したのである。それに反して、
合同経済（Verbundwirtschaft）3 の「ルートヴィヒスハーフェン・モデル」は
化学工業の立地組織に高い魅力を発揮した。1945年、GHQ総司令官ダグラス・
3 生産性と収益性の向上のために様々な経営の生産を組織的・技術的に結びつけて、
共同作業を行うこと。とくに石炭・鉄鋼産業やエネルギー産業に見られる。
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マッカーサー元帥は、「もしも全てがカンザス市のようになったら、世界は再
び正常に戻るであろう」と述べていた。これまでの間に、われわれがこのマッ
カーサーの弁にあるような道をどこまで来たかについて論争しうるだろう。い
ずれせよ、大化学工業はあきらかにルートヴィヒスハーフェンに至る途上にあ
る。この間に、ルートヴィヒスハーフェンではたしかに英語も話されるように
なったが、その思考と行動は［ルートヴィスハーフェンが所在する］プファル
ツ地方の流儀なのである。
　したがって、1920年代より持続していた大西洋を横断する行動規範と価値
の東西間移転は、ドイツ経済には強制的な制度転換をもたらさなかったし、組
織転換はまったくなかったに違いない。たとえ、ドイツで「アメリカ的」思考
規範・行動規範をすすんで受け入れる用意があったとしても、である。経済分
析の道具としての制度概念は、経済における支配的な思考様式・行動様式その
ものと同一視されてはならない。ここでは、制度とはむしろ経済的行為の自発
的に選択された制限のことであり、それゆえにゲームの規則なのである。それ
は市場における出来事を単純化・安定化させ、また情報の獲得や経済的な契約
締結のコスト（取引費用）を最小化すべきものとされる。たしかに、個人の行
為とその変化は制度転換を規定する要因の一つであるが、この制度転換は、第
1に、ありうる制度的諸変化から期待される効果と費用の関係に指向する。そ
のような制度転換のきっかけとして挙げられるのは、規模の経済と並んで、取
引費用の引き下げ・外部効果の内部化・リスクの最小化・所得の再分配から生
ずる利益であり、とくに市場競争における制度的なコストの比較優位をアク
ターに与えるあらゆる変化である。したがって、そのような期待は一般的な性
格をもつのではなく、つねに比較制度的な費用上の強みが具体的に見込めるよ
うな一定の製品市場に向けられているのである。
　しかし、そのような［制度転換の］決定を、競合する経済的行動条件の強
制から明確に区別することはいつでも可能なわけではない。この強制状態の
もっとも重要なものとして挙げられるのは、国際的資本市場のその時の制度で
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あり、その規則はドイツの企業に対して、まさにその固有な企業文化との断絶
を求めるのである。その際に、国家を超えて行動する新産業の大企業はすべて、
早くもすでに 19世紀末に生まれた「資本市場－資本主義」（Kapitalmarkt-
Kapitalismus）に埋め込まれていたのであった（Windolf 2005）。このことは、
企業融資に関してより重要な役割が大銀行に与えられていた［鉄鋼業などの］
伝統的な産業分野にさえも該当する。したがって、ブレトン・ウッズ体制の終
焉（1972年）以後に成長し、最近のドイツの生産体制に挑戦している資本市
場それ自体は、それほど重要ではない。むしろ、ここでの対決は資本市場－資
本主義内部の制度的変化に由来しており、国家的・国際的なコントロールに関
わる全ての機関から世界経済の機能システムが独立するという危機を反映して
いる。1970年代以後、ヨーロッパの国民経済は世界経済に発生しつつある［新
たな］法則と構造に直面している。それは、ユーロダラー市場のように、国家
管理の下にも国際管理の下にもない。1970年代末、この放浪する資本はすで
に懸念をひきおこすほどの量に達して国際政治の議題となった。1980年以後、
この問題はほぼ全てのG7サミットで扱われるようになっている (Abelshauser 
2004a, 438)。しかしその議論の際には、まず最初に、1930年代初頭の世界経
済恐慌以後に諸政府の懸念となった伝統的な問題がむしろ先に取り上げられた。
第 1に、G7で試みられたのは、それらの市場における各国の通貨政策がイン
フレ的方法で効力を失うことを妨げることであった。第 2に、彼らが保障し
なければならなかったのは、この匿名の金融市場を厳格な銀行監視のもとに置
くことであった。それは国家のレベルでは 1930年代以来自明になっているこ
とと同じであった。第 3に、彼らが知っておくことを望んだことは、緊急事
態に際して、誰が通貨政策の消防隊（最後の貸し手）として外国市場における
破局的な連鎖反応を妨げるために、危険を冒して助けに来るかということだっ
た。これらの問題のどれも、今日まで解決の端緒にさえついてはいない。その
ことは、投機的な資本市場取引に課税するという提案（トービン税）によって
可能な解決方法が見えるようになったにもかかわらず、である。グローバルな
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資本市場はひきつづき各国の監視当局の制御を免れているだけでなく、その資
本市場の側から各国市場に対して、アメリカ的な特徴をもつ自由主義市場経済
のルールに広範囲にわたって対応する諸条件を課しているのである。
　このような展開は、ドイツや他のライン資本主義の中枢部におけるニューエ
コノミーの実質を脅かしている。なぜなら、その展開は、第 1に、この経済
の基本原則の 1つ、すなわち企業家行動のパースペクティヴの長期性（「忍耐
強い資本」）を問題化し、第 2に、その資本市場に統合された企業の独立性を
危険にさらしているからである。多くの根拠が次の点を支持している。すなわ
ち、1990年代以降、アメリカではステークホルダー［株主・債権者・経営者・
従業員などの企業経営の利害関係者］の意識（小株主を含む）からシェアホル
ダー［株主］価値への転換（Alfred Rapport 1986）が株式市場で株価をつけ
られる企業の経営にとっての唯一の尺度として定着したが、そのような転換は
団体調整的市場経済のルールとは両立し得ないのであり、その行動の余地を厳
しく制限するということである。これまでに、ニューエコノミーのドイツ企業
のうちほんの一握りだけが、そこから結論を引き出し、ベルテルスマン株式会
社（Bertelsmann AG、総合メディア企業）や F．ポルシェ株式会社（F.Porsche 
AG、自動車企業）のように、その企業文化とは異質なこれらのルールを拒否
したのであった。ドイツ銀行やダイムラー・クライスラーのようなライン資本
主義の他のイコン（聖像）は、なおまだこの文化闘争の最中にある。この闘争
の厳しさは、今日では、ドイツ取引所株式会社（Deutsche Börse AG）の企業
戦略をめぐる最近の対立の中にはっきりと現れている。
　一見すると、大量失業の議論はドイツ的生産体制の存続には反対の論拠を述
べているように思われる。これは 1970年代末から発生し、あらゆる労働市場
の伝統的な治療法をすり抜けてきた。これによって、大量失業はグローバルな
競争の圧力の下でライン資本主義が没落していく明らかな兆候であると疑われ
るようになりつつある。しかし、より詳細に観察すれば、その原因が労働と
社会国家のコストが高すぎることにあるのではなく、「システムにそぐわない
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（systemfremd）」非熟練労働の過剰にあることが示される。就業状況の変化に
おける長期的トレンドは、物質的生産から非物質的生産へという方向にあるが、
ドイツにおけるこのトレンドは 100年以上にも及ぶ遠い過去に始まり、次第
にその度合いを増してきたものである。1970年代以降、標準化された大量生
産の衰退によって、このトレンドはさらに劇的に強まった。この間に、就業者
の 3分の 2以上が有資格熟練・高度熟練資格の専門的活動を行い、その活動
を行うことで非物質的な労働に専念している（表 2を参照）。世界市場におけ
るドイツ経済のこの部門の競争力は争う余地なく高い。もちろん、これは被雇
用者の 3分の 1弱は資格のレベルが低いか、あるいは無資格であることをも
示している。これらの人々は大量生産の時代が終わった後はほとんど必要とさ
れないし、単純労働向けの労働市場におけるグローバルな競争にたえられない
のである。高い成長率さえもそれについてはほとんど変えることはできない
だろう。それは失業者の数を減らせるというよりも、むしろすでに明らかな熟
練労働者の不足をさらに強めるものである。熟練資格別失業率の比較はこれを
明らかにしている。1975年から 2002年の期間に、旧西ドイツ諸州（カッコ
内は 1991年から 2002年までの新連邦諸州）と西ベルリンにおいて平均失業
率は 8.3%（18.5%）であるのに対して、大学生と専門学校生の失業率は 3.3%
（5.5%）に過ぎなかったのである。これに対して、職業教育修了資格をもたな
い男性と女性の失業率は 19.8%（49.1%）であった。明らかに、この生産様式
と労働市場に関する資格特性の間の格差の背後に、大量失業の核心的原因が隠
されている。したがって、大量失業はドイツの生産体制の弱さの証拠ではない。
むしろ、それは戦後ドイツにおける経済成長の奇跡の時代が遺産として残した
負担である。この経済成長の奇跡の時代の特殊な条件は、健全な度をはるかに
超えて、ドイツにおける第 2の「フォード主義的な」生産様式の拡大を許容
したのであった。それどころか、1970年代の初めまでは明らかに非熟練労働
者の導入さえ行われた。なぜなら、ドイツの生産体制にはそのような労働者が
それまで少なかったからである。このドイツ経済にふさわしい状態を再建する
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ことが、すなわち、失業問題を解決することに繋がるであろう。
　文化闘争における勝敗の決定は、最終的には市場において下される。まさ
にアメリカと比較すれば、ドイツ経済は情報技術部門における遅れを取り戻
し、異なった方法であるにせよ、「生産の革新的現代化」（フラウンホーファー
研究所）を促進していると思われる。その際に、ドイツ企業は、まさに予期さ
れる通りに、技術革新ならびに顧客の需要に対応した製品デザインに比較的大
きな割合を投入しており、その際に「過剰設計」（overengineering）4の傾向が
伝統的に大きい。アメリカ企業は、ドイツ企業よりも頻繁に市場におけるプラ
イス・リーダーシップ5の確立に努めている。アメリカ企業による e－ビジネ
スの支配は依然として部分的でしかないし、この間に、設計・作業計画・製造
をコンピュータによって結合する方法を応用する分野の主導権をドイツの競争
相手に譲り渡している。この CADシステム6の起源は、アメリカの航空産業・
宇宙航空産業のソフトウェア開発にあったにもかかわらずである（Bluestone/
Harrison 2000）。
　しかし、ドイツのニューエコノミーは、とくにすでに確立した技術にもとづ
く製品市場では成功しつづけるように思われる一方で、事務機器やその他の電
子データ加工機器の部品市場のように、高度な技術革新を要する製品市場での
競争には弱く、そこに問題がある。したがって、ドイツのニューエコノミーの
未来に関わる決定的な問題は、ドイツの生産体制は今後も常にその強みを展開
できるのかどうかということである。そのつどのプロダクトサイクルにおいて
4 提供される製品やサービスが、顧客がそれを支払う意志と準備を有する以上に高
度な品質を示している場合に「過剰設計」と言われる。さらに、商品やその機能の
開発に際して、顧客によって期待され、認識され、支払われるところのものに注意
を払う代わりに、あまりにも多くの価値を完全主義におくこと。「完全な」製品の必
然的に長期の開発期間は、競争相手に、成熟度は低いが利用可能な製品を、いっそ
う迅速に市場に提示する機会を与える。
5 原語は Preisführerschaft。他の企業には長期間の競争を持ちこたえられないよう
な安い価格で販売して、市場支配を目指すこと。
6 Computer Aided Design. 「コンピュータ支援設計」。建築物や工業製品の設計にコ
ンピュータを用いること。
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
115
基礎的な技術革新の段階に製造方法の革新（プロセス・イノベーション）が続
く場合、つまり新たに開発された技術が具体的に経済的な応用の目的に転換す
る段階に至った場合、ドイツの生産体制は常にその強みを展開できるであろう
か。この場合には、ドイツの生産体制の比較優位が十分に発揮できるであろう
と思われる。しかし、もしドイツ経済が自ら新しいプロダクトサイクルを発展
させることができなくなっていった場合には、ドイツ経済は新しいプロダクト
サイクル形成への結びつきを結局は失うということも考えられよう。最初の場
合には、ドイツの生産体制は、今後もその強さを証明できるだろう。その場合
には、残された弱点は、次のような補償的戦略を通じていっそう容易に調整で
きるだろう。それは、たとえば様々な制度的・物質的比較優位のアービトラー
ジ（さやとり）を利用するために、外国への直接投資を使うなどが挙げられる。
　しかし、この経済文化の闘争においては、市場における経済的・技術的な力
量の比較以上にはるかに重要なことがある。むしろ、その背後にあるのは、そ
の闘争の爆発力がヨーロッパの舞台で示しているように、ヨーロッパの人々が
グローバルな競争の中で敗北せずに、その独自なルールにしたがって生活し、
そして働くことを許されるのかどうか、という問題である。いずれにしても、
ヨーロッパの大衆は、政治的階級以上に、たしかな感覚を示しており、選挙に
おいて EUが現行憲法では何ら解決を提供しないこと、むしろそれが問題の
一部であることを表現したのである。彼らがヨーロッパに要求することは、ほ
かでもなくまさに、ヨーロッパ経済共同体の基本的要求の実行である。すなわ
ち、西ヨーロッパ経済に未来の世界経済の試練に対する強力な組織的基礎を提
供することである。なによりも、そのための前提は生産的秩序政策の「共同化」
（Vergemeinschaftung）であろう。かつて、国民国家はグローバル化の条件
の下でも、各国の生産の社会システムに固有な競争力を改善するために、その
秩序政策を成功裡に成し遂げていたのである（Abelshauser 2004a, 258f）。
　経済学の視点から見ると、市場での成功をめぐる今日の競争に反映している
のは次のような認識である。すなわち、新自由主義的な経済理論の主流派の考
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え方では、世界市場で競争力を長期的に確保する道はただ一つだけしかないと
される。なぜなら、主流派が想定するこの道は企業家行動の同質的な「最良の
実践」であり、そこには規制のない市場と企業家の無制限な特権という新古典
派の理想が表現されているからである。しかし、主流派のこうした想定とは異
なって、そのような唯一の道だけが存在しているわけではない。われわれが歴
史的経験から知ることは、むしろ、異なった市場の条件は、相互に異なった制
度的変種を供給サイドに生み出す可能性があるということ、そして北欧および
ヨーロッパ大陸のたいていの国々で成立しているような、制度的に強力かつ高
度に規制された生産体制が、組織化や操舵能力という点でとくに市場とヒエラ
ルヒーをあてにするアメリカのような弱い制度の国民経済よりも、競争におい
て必然的に劣っているというようなことはないということである。
　効果的な制度を創出する能力を基礎にして高度な「自発的な社会性」
（Fukuyama 1995）が可能となり、それによって高い信頼性をもちコストを
引き下げる経済の共同作業が可能となる。そのような能力は「非物質的な」コ
ストの比較優位を獲得するための、狭い意味で文化的な前提条件に数えられ
る。このように狭く理解された文化は、「利益」だけでなく「意味」を創出する。
なぜなら、制度は、刺激と受容を、ただ単に経済的利益や強制のなかに求める
だけではないからである。人間の（共同）生活の多様な特徴は、歴史的に成長
した「文化圏」（Kulturkreise）を相互に区別するのであるが、制度は、むしろ、
そうした人間の共同生活の一般的な解釈や意味賦与の一部である。この意味で、
政治的・文化的諸力は、グローバリゼーションをめぐる議論において、これま
で以上にいっそうの注目に値しているのである。
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表 1　20 世紀末における生産体制の分岐
　ドイツ 　アメリカ
労働市場・熟練資格・被雇用者の（経営への）参加
　高度熟練資格をもつ基幹従業員
　制度化された労働契約
　産業分野・企業に固有の職業教育
　共同決定
　フレキシブルな従業員
　規制が緩和された労働市場
　職業教育の外部での広範な諸能力の仲介
プリンシパル・エージェント問題への比較可能な解答
はない
金融・コーポレートガヴァナンス
　ユニバーサル・バンク、産業と銀行の発達した関係
　長期的な金融の見通し
　未発達な資本市場
　「ステークホルダーの価値観」
　分離銀行制度 (Trennbankensystem)
　短期的な時間の見通し
　ハイリスクな金融
　高度に流動的な資本市場
　「シェアホルダーの価値観」
ブランチ・システム
　長期的な資本参加、「敵対的」乗っ取りはない
歴史的に発展した産業連携地域経済システム
（Verbundsystem「産業クラスター」）
　団体協調的利害政治（強力な団体）
開かれた技術移転（ブランチ標準は職業教育の標準）
規範・標準設定
　穏健なカルテル禁止
　特徴的な合併・乗っ取り活動
　クラスターは例外（例：シリコン・ヴァレー）
　多元主義的利害政治（弱い団体）
　技術競争（ブランチには職業教育の標準はない）
　反トラスト法
（出典） © Werner Abelshauser
表 2：熟練資格別にみた労働人口* 1991～2010 年（%）
1991 年 1995 年 2010 年
高度熟練資格労働1） 19.3 20.2 24.1
指導的任務をもつ専門労働2） 14.4 14.6 16.4
有資格専門労働3） 28.4 29.2 30.1
単純労働4） 17.9 16.6 13.6
補助労働5） 20.1 19.6 15.7
* 研修生を含まない。丸め誤差（rounding error）はオリジナル資料のまま。
1）～5）：原語は、 1）Hochqualiﬁzierte Tätigkeiten, 2）Fachtätigkeiten mit Führungsaufgaben,
3）Qualiﬁzierte Fachtätigkeiten, 4）Einfache Tätigkeiten, 5）Hilfstätigkeiten
（出典）Institut für Arbeitsmarkt und Berufsforschung（IAB）VI/4（Alexander Reinberg）.
 IAB-Prognos-projektion zur Veränderung der Tätigkeitslandschaft（1999）.
